
都道府県医師会長殿

放射線業務従事者等に対する線量測定等の徹底及び眼の水晶体の被ばくに係る
放射線障害防止対策の再周知について

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素、本会会務にご協力賜り、
厚く御礼申し上げます。

さて、この度、厚生労働省労働基準局安全衛生部長より、放射線業務従事者等に対
する線量測定等の徹底及び眼の水晶体の被ばくに係る放射線障害防止対策の再周知
について、本会あてに周知依頼がありました。

厚生労働省では、放射線障害防止対策の徹底について、「放射線業務における眼の
水晶体の被ばくに係る放射線障害防止対策にっいて」(平成29年4月18日付け基安発
叫18第3号)において、放射線測定器を適切な位置で装着した上で、被ばく低減対策
に取り組むよう求めてきたところです。

また、令和元年9月24日には、眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会
(以下「検討会」という。)に係る報告書が取りまとめられ、今後は、電離放射線障
害防止規則(以下「電離卸上という。)についても眼の水晶体の等価線量限度などの
改定を予定しており、一層の放射線障害防止対策が必要です。

これまで、電離則第8条第1項において、規定されている被ばくによる線量の測定に
ついて、厚生労働省においては、その遵守の徹底を図ってきたところですが、今般、
検討会において現行法令上不均等被ばくの場合には、2つ以上の放射線測定器の装着
等を求めているところ、適切な線量測定が実施されていない事例が散見されることが
報告されました。(別添参照)

ついては、都道府県医師会におかれましては、管下の産業医に対し、放射線障害防
止のための法令順守につき周知いただきますようお願いいたします。

また併せて、下記事項についても貴会会員ならびに貴会関係郡市区医師会等への周
知方について、特段のご高配を賜わりますようお願い申し上げます。
なお、本件について厚生労働省医政局地域医療計画課からも同様の通知がありまし
たので申し伝えます(別添参照)。

日医発第820号(健 1172)

令和元年11月18日

日本医師会

会長横倉罫

1 現在実施している外部被ばくによる線量及び内部被ばくによる線量の測定にっ

記



いて、電離則第8条第1項に基づき適切な対象者に対して実施しているか確認す
ること。

2 現在実施している外部被ばくによる線量の測定について、電離則第8条第3項に
基づき放射線測定器を適切な位置に装着しているか確認すること。

3 「リーフレット「医療保健業に従事する皆さまへ~被ばく線量の見える化のた
めに~」の周知について」(平成31年2月14日付け事務連絡)に示したとおり、

電離則に基づく対策の遵守徹底及び放射線測定器の適切な装着等の被ばく低
減対策について、周知、指導を行うとともに、平成29年安全衛生部長通知に示
したとおり、放射線業務を現在行っている事業場においては、放射線防護の基

本原則である「遮蔽をする。放射線源から距離を取る。作業時間を短くする。」
に則り、作業方法及び手順の再確認を行い、必要に応じて、作業方法の見直し、
被ばく低減対策等を検討すること。また、労働者から放射線被ばくによる眼の
水晶体に係る健康不安の申出があった場合には、産業医の面接、産業保健総合
支援センター、放射線による健康影響の専門家などを活用し、労使間で話し合
つて対応を検討すること。

なお、日本医師会では円艮の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会」の報
告書取りまとめを受けて、10月30日に記者会見を行っております。併せてご参照くだ
さいますようよろしくお願い申し上げます。

(日医on-1ineプレスリリース)
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公益社団法人

日本医師会
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会長殿

日頃より労働安全衛生行政の推進にご理解、ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

放射線障害防止対策の徹底については、「放射線業務における眼の水晶体の被ぱく

に係る放射線障害防止対策について」(平成29年4月18日付け基安発0虹8第3号厚生

労働省労働基準局安全衛生部長通知。以下「平成29年安全衛生部長通会岡という。)

において、放射線測定器を適切な位置で装着した上で、被ばく低減対策に取り組むよ

う求めてきたところです。

また、令和元年9月24日には、眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会

(以下「検討会」という。)に係る報告書が取りまとめられたので、今後は、電離放

射線障害防止規則(昭和47年労働省令第41号。以下「電礫則」という。)にっいても

眼の水晶体の等価線量限度などの改止を予定しており、一層の放射線障害防止対策が

必要です。

このような中で、電籬則第8条第1項において、事業者は、放射線業務従事者、緊

急作業に従事する労働者及び管理区域に一時的に立ち入る労働者の線量を測定しな

ければならないと規定されている被ばくによる線量の測定にっいて、厚生労働省にお

いては、その遵守の徹底を図ってきたところですが、今般、検討会において現行法令

上不均等被ぱくの場合には、 2つ以上の放射線測定器の装着等を求めているところ、

適切な線量測定が実施されていない事例が散見されることが報告されました。(別添

参照)

貴殿におかれては、線量測定についてこのような事案があることを御了知の上で、

事業者は、労働者が電離放射線を受けることをできるだけ少なくするよう努めなけれ

ばならないとする、放射線障害防_止の基本原則に則り、関係する事業場で、法令の遵

放射線業務従事者等に対する線量測定等の徹底及び

眼の水晶体の被ぱくに係る放射線障害防止対策の再周知にっいて

基安発Ⅱ01第2号

令和元年Ⅱ月1日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部

偏里削難
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守の徹底について引き続き指導していただくとともに、これらの事案等を踏まえ、下

記の事項について周知徹底していただきますようぉ願いいたします。

1 現在実施している外部被ばくによる線量及び内部被ぱくによる線量の測定にっ

いて、電離則第8条第1項に基づき適切な対象者に対して実施しているか確認する

こと。

2 現在実施している外部被は'くによる線量の測定にっいて、電籬則第8条第3項に

基づき放射線測定器を適切な位置に装着しているか確認すること。

3 「リーフレット「医療保健業に従事する皆さまへ~被ばく線量の見える化のため

に~」の周知にっいて」」(平成31年2月14日付け厚生労働省労働基準局安全衛生

部労働衛生課電航放射線労働者健康対策室事務連絡)に示したとおり、電離則に基

づく対策の遵守徹底及び放射線測定器の適切な装着等の被ぱく低減対策にっいて、

周知、指導を行うとともに、平成29年安全衛生部長通知に示したとおり、放射線業

務を現在行っている事業場においては、放射線防護の基本原則である「遮蔽をする。

放射線源から距離を取る。作業時間を短くする。」に則り、作業方法及び手順の再

確認を行い、必要に応じて、作業方法の見直し、被ばく低減対策等を検討すること。

また、労働者から放射線被ばくによる眼の水晶体に係る健康不安の申ι.Hがあった場

合には、産業医の面接、産業保健総合支援センター、放射線による健康影響の専門

家などを活用し、労使間で話し合って対応を検討すること。

記



十分な放射線防護を行っても、なお高い被ぱく線量を眼の水日体に再ける
可能性のある労働者に関する実態調査の概要(個人線量計壮着状況関係)

各学会旧本放射線医学会"日本ⅣR学会、整形外科学会日本循戸器学△日本消化器广{△
日本脳神経血管内治療学会)1こ推薦された十分な放射線防誰を行っても、ナ、お高い被ぱく線旦'
眼の水晶体に受ける可能性のある労働者に関する実態調査の実施可ず性調査の絶果
(本調査2019年5月一7月)'」"ロ
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別記の団体殿

放射線業務における眼の水晶体の被ぱくに係る放射線障害防止対策にっいて

日頃より労働安全衛生行政の推進にご理解、ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
^

現在、電籬放射線障害防"止規卸K昭和47年労働省令第41号。以下「電雛則」.という。)

で定める被ばく線量限度にっいては、放射線審議会の「1CRP1990年勧告(P曲.60)の国

内制度等への取入れにっいて(意見具申)」及びその他の国際基準の取入れに対応する

ため、平成13年4月1日に改正されたものであり、電離則第5条において、放射線業

務従事者の受ける眼の水晶体の等価線量限度は1年間にっき巧0ミリシーベルトとし

ており、これを超えないように徹底しているところです。

一方で、 20Ⅱ年の国際放射線防護委員会(以下住CRP」という。)によるソウル声

明において、最近の疫学データを基に見直した結果、眼の水晶体の等価線量限度にっ

いては、とれまでよりも低い5年間平均で1年当たり20ミリシーベルト(年最大50ミ

リシーベルト)が示され、国際原子力機関(以下住朋A」という。)の国際基本安全

基準及び技術文書 qAEA TECDOC NO.173D においても、同様の等価線量限度が取入

られているところです。

当該基準の国内規制への取入れにっいては、今後、放射線審議会における議論の進

捗とともに、関係法令の所要の改正が見込まれます。

貴団体におかれては、線量基準にっい'てこのような動向があることを了知いただく

とともに、関係法令が整備されるまでの間において、傘下の放射線業務を行う事業場

等で、 1CRPで示され・ているALARA (AS LOW <ゞ R飴S0始bly khiev.blo)「すべての被

ばくは社会的、経済的要因を考慮に入れながら合理的に達成可能な限り低く抑えるべ

きである」という原則に則り、下記により、実施可能な被ばく低減対策への取組が進

むよう周知方お願いいたします。

基安発0418第3・号

平成29年4月18日

厚生労働省労働基推局安全衛生部長



1 放射線業務を現在行っている事業場においては、放射線防誰の基本原則である

「遮敞をする。放射線源から距雌を取る。作業時間を短くする。」に則り、作業方

法及び手順の再確認を行うこと。

また、再確認の結果を踏まえ、必要に応じて以下に留意の上、作業力法の見直し、

被ばく低減対策等を検討すること。

なお、今後、放射線業務を行う予定の事業場においても同様の措置を講じること。

(1)放射線源と作業位置との距籬が不必要に接近していないか確認を行い、作業位

置の見直し及び放射線の遮蔽を行うこと。

また、事前に同様の作業を放射線の無い環境で模擬的に行う訓練、能力向上研

修等により、実際の作業時間をできるだけ短縮させること。さらに、有資格者や

特別教育受講者を増員させるなど、放射線業務に従事することのできる人員の確

保・育成を行うこと。

(2)局所的に眼の水晶体への被ばくが高くなるおそれのある作業については、放射

線防護用のめがね等の保護具、医療向け可動式の防護アクリルガラス等を使用す

ることにより、適切な被ぱく防護策を講じること。また、その使用に当たっては、

適切な使用方法に係る教育を行うこと。

記

2 労働者から放射線被ばくによる眼の水晶体に係る健康不安の申出があった場合

{こは、産業医の面接、産業保健総合支援センター、放射線による健康影響の専門家

などを活用し、労使間で話し合って対応を検討すること。

3 現在実施している眼の水晶体の等価線量の測定について、電離則第8条第3項に

基づき放射吊斡剣定器を適例な位置に装着しているか確認すること。

また、実効線量や皮膚の等価線量についても、引き続き適切な線量管理に努める

こと。



呂1信己

一般社団法人日本経済団体連合会会長

日本労働組合総連合会会長

建設業労働災害防止協会会長

中央労働災害防_止協会会長

電気事業連合会会長

全国電力関連産業労働組合総連合会長

公益社団法人全国労働衛生団体連合会会長

一般社団法人日本非破壊検査協会会長

ものづくり産業労働組合会長

一般社団法人日本原子力産業協会会長

一般社団法人日本電気協会会長

日本酸化チタンエ業会会長

一般社団法人全国建設業協会会長

一般社団法人日本食品機械工業会会長

日本食品関連産業労働組合総連合会会長

一般財団法人食品環境検査協会理事長

全国農業協同組合連合会会長

全国農業協同組合中央会会長

月本赤十字社長

公益社団法人日本医師会長

公益社団法人全国自治体病院協議会長

一般社団法人日本病院会長

公益社団法人日本精神科病院協会長

社会福祉法人恩賜財団済生会理京長

社会福祉法人北海道社会事業協会理事長

公益社団法人日本歯科医師会長

公益社団法人全日本病院協会長

一般社団法人日本医療法人恊会長

全国厚生農業協同組合連合会長

一般社団法人全国医学部長病院長会議会長

、
」



別記の関係団体御中

労働衛生行政の運営にっきましては、日頃から格別の御協力を賜り厚く御礼
申し上げます。

厚生労働省では、電離放射線障害防止規則(昭和47年労働省令第41号、以

下「電離則」といいます。)にっいて、水晶体の被ぱく限度の見直し等に伴う所

要の改正に資することを目的として、「眼の水晶体の被ぱく限度の見直し等に関
する検討会」を開催しているところです。

本検討会を通じて、電離則の規定に係る周知に御協力いただけるよう参考と

なるり一フレツトを作成しましたので、貴会におかれましては、ご活用いただ

きますようお願いします。

なお、本リーフレツトは、厚生労働省ホームページ内の次のURLで掲載して
います。

事

平成

務連

31年2月

絡

14日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課

hせ S://WWW. mhlw. go /contenvoo0481094. df



1 公益社団法人日本医師会

2 公益社団法人日本歯科医師会

3 公益社団法人日本看護協会

4 公益社団法人日本診療放射線技師会

5 医療被ぱく研究情報ネットワーク(J -R IME)

公益社団法人日本医学放射線学会

公益社団法人日本整形外科学会

公益財団法人日本眼科学会

一般社団法人日本循環器学会

一般財団法人日本消化器病学会
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◆医療保健業に従事する皆さまへ
~被ばく線量の見える化のだ働に~

h

管理区域に立ち入る方は、一時的に立ち入る場合(注)も含めて、
全ての方が胸または腹部に放射線測定器を装着しなければなりません。
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(注)一定の確認ができる場合には例外があります。
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ケース1の装楚位置1こ加えて、体幹部及ぴ末端部のそれぞれについて、
最も多ぐ放射線にさらされるおそれのある部位に装着することが必要です。
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医療現塲では;手術等を行うため、末端部
(手や足)で不均等被ぱくとなる場合があり
ます。
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事業者は、働く方の被ぱくをできる限り低減するよう努めるとともに、
放射線業務従事者の被ぱく限度※1を遵守しなければなりません。
※1 実効線量が5年間につき10omsv、かつ、 1年間につき50msVを超えないことなど

誉"K域

事業者は、設定した管理区域瀧を標識で明示して、
'.▲必要のある者以外の立入りを禁止し、管理区域内の
'見やすい場所に、放射線測定器の装着に関する注意

事項などを掲示しなけれぱなりません。
午可オ、・くし
ノノ、りを!.、・1

※2 実効線量が13msv/3月(年間5msV相当)を超えるおそれのある区域などを、管理区域に
設定しなければなりません

(参考)管理区域で働く方の主な健康障害防止措置
放射線業務従事者才劇弐く限度、線量測定(一時立ち入り者を含む)
一定の場合における退去者/持出し物品の汚染検査
作業環境測定(放射線装置を固定する等の要件を満たすときは6月以内ごと

それ以外は1月以内ごと)

放射線業務に常時従事する者:電離放射線健康診断(6月以内ごと)

力

^
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闇

事業者は、①線量の測定結果と②電舘放射線健康診断の結果を、
必ず放射線業務従事者の皆さんにお知らせしなければなりません。

①については30年間保存するとともに、②については所定の様式船
により所轄の労働基準監督署へ提出する必要があります。

電離健診様式※3 電離放射線健康診断結果報告書様式 .

.
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■放射線が人体に与える影響■
●放射線による影響を分類すると、下図のようになります。(出典:作CRp pub.60」ほか)
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管理区域の明示
(年5msV相当)
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水晶体:混濁
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●受けた放射線量が小さい場合(10omsV末満)、がんなどになるかどぅかは、はっきりとした医学的知見は、ありま
せん。広島・長崎の原爆被は'く者の調査でも、 10omsV未満の方には、がんの増加は認められていません。

●このため、国際放射線防護委員会(1CRP)などでは、職業被ばくの限度を「がんの増加が認められておらず、
容認できる範囲」に定めました。
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職業被ぱく限度
(年50msv)

皮膚:脱毛

0

ご不明な点などがありましたら、最寄りの都道府県労働局・
労働基準監督署までお問い合わせください

10omsV以下では
がんの増加は確
認されていない

生殖器:不妊

H312
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公益社団法人日本医師会御中

放射線業務従事者等に対する線量測定等の徹底及び

眼の水晶体の被ばくに係る放射線障害防止対策の再周知にっいて

標記について、別添のとおり、各都道府県、保健所設置市及び特別区衛生主管

部(局)長あて通知しましたので、その内容について御了知いただくとともに、

貴管下の関係者へ周知いただきますようぉ願いいたします。

事

令和

務

元年

厚生労働省医政局地域医療計画課

連

11月

絡

6日



{・ー各

⑤

衛生主管部(局)長殿

放射線業務従事者等に対する線量測定等の徹底及び

眼の水晶体の被ばくに係る放射線障害防止対策の再周知にっいて

今般、「放射線業務従事者等に対する線量測定等の徹底及び放射線業務におけ

る眼の水晶体の被ぱくに係る放射線障害防止対策の再周知にっいて」(令和元年

Ⅱ月1日付け基安発Ⅱ01第1号厚生労働省労働基準局安全衛生部長通知)が発

出され、関係事業者に対し、放射線障害防止の基本原則に則った法令の遵守の徹

底について周知が図られたところです。貴職におかれましては、当該通知の内容

を御了知いただくとともに、貴管下医療機関に対し、外部被ばく線量及び内部被

ぱく線量の測定に関する医療法関係法令の遵守の徹底にっいて引き続き指導い

ただき、また、特に下記の事項について、周知徹底していただきますようぉ願い

申し上げます。また、医療法(昭和23年法律第205号)第25条第1項の規定に

基づく立入検査の実施に当たっても、医療法関係法令の遵守が徹底されてぃるか

ご確認いただきますようぉ願い申し上げます。

なお、本通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項に

規定する技術的助言であることを申し添えます。

医政地発Ⅱ06第1号

令和元年Ⅱ月6日

厚生労働省医政局地域医療計画課長

(公印省略)

1 現在実施している外部被ばくによる線量及び内部被ばくによる線量の測定

について、医療法施行規則(昭和23年厚生省令第50号)第30条の 18第1項

に規定する放射線診療従事者等に対して適切に実施しているか確認すること。

2 現在実施している外部被ばくによる線量の測定について、医療法施行規則第

30条の 18第2項第2号に基づき、放射線測定器を適切な位置に装着して実施

しているか確認すること。

記



都道府県労働局長殿

放射線障害防止対策の徹底にっいては、「放射線業務における眼の水晶体の被ばく

に係る放射線障害防止対策にっいて」(平成29年4月18日付け基安発0418第3号厚生

労働省労働基準局安全衛生部長通知。以下「平成29年安全衛生部長通知」という。)

において、放射線測定器を適切な位置で装着した上で、被ぱく低減対策に取り組むよ

う求めてきたところである。

また、令和元年9月24日には、眼の水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検討会

(以下「検討会」という。)に係る報告書が取りまとめられたので、今後は、電離放

射線障害防止規則(昭和47年労働省令第41号。以下「電離則」という。)にっいて眼

の水晶体の等価線量限度などの改正を予定しており、一層の放射線障害防止対策を図

る必要がある。

このような中で、電離則第8条第1項において、事業者は、放射線業務従事者、緊

急作業に従事する労働者及び管理区域に一時的に立ち入る労働者の線量を測定しな

ければならないと規定されている被ばくによる線量の測定にっいて、その遵守の徹底

を図ってきたが、今般、検討会において現行法令上不均等被ばくの場合には、 2つ以

上の放射線測定器の装着等を求めているところ、適切な線量測定が実施されてぃない

事例が散見されることが報告された。(別添参照)

貴職におかれては、線量測定にっいてこのような事案があることを了知の上で、事

業者は、労働者が電籬放射線を受けることをできるだけ少なくするよう努めなければ

ならないとする、放射線障害防止の基本原則に則り、関係事業者に対して法令の遵守

の徹底にっいて引き続き指導するとともに、これらの事案等を踏まえ、下記の事項に

ついて周知徹底を図られたい。

放射線業務従事者等に対する線量測定等の徹底及び

眼の水晶体の被ばくに係る放射線障害防止対策の再周知にっいて

匿蚕^

基安発Ⅱ01第1号

令和元年Ⅱ月1日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部長

(公印省略)



1 現在実施している外部被ばくによる線量及び内部被ばくによる線量の測定にっ

いて、電離則第8条第1項に基づき適切な対象者に対して実施しているか確認する

こと。

2 現在実施している外部被ばくによる線量の測定について、電雛則第8条第3項に

基づき放射線測定器を適切な位置に装着しているか確認すること。

3 「リーフレット「医療保健業に従事する皆さまへ~被ばく線量の見える化のため

に~」の周知について」」(平成31年2月H日付け厚生労働省労働基準局安全衛生

部労働衛生課電雛放射線労働者健康対策室事務連絡)に示したとおり、電籬則に基

づく対策の遵守徹底及び放射線測定器の適切な装着等の被ばく低減対策にっいて、

周知、指導を行うとともに、平成29年安全衛生部長通知に示したとおり、放射線業

務を現在行っている事業場においては、放射線防護の基本原則である「遮蔽をする。

放射線源から距離を取る。作業時間を短くする。」に則り、作業方法及び手順の再

確認を行い、必要に応じて、作業方法の見直し、被ばく低減対策等を検討すること。

また、労働者から放射線被ばくによる眼の水晶体に係る健康不安の申出があった場

合には、産業医の面接、産業保健総合支援センター、放射線による健康影響の専門

家などを活用し、労使間で話し合って対応を検討すること。

記



十分な放射線防護を行っても、なお高い被ぱく線量を眼の水晶体に受ける
可能性のある労働者に関する実態調査の概要(個人線量計装着状況関係)

各学会旧本放射線医学会・日本IVR学会、整形外科学会日本循環器学△日本消化器病一△
日本脳神経血管内治療学会)1こ推薦された十分な放射線防護を行っても、なお高い被ぱく線旦谷
眼の水晶体に受ける可能性のある労働者に関する実態調査の実施可育"性調査の糸士果
(本調査2019年5月一7月)'"

日本循環器学会

日本脳神経血管内治療学会
日本医学放射線学会
日本ⅣR学会

日本整形外科学会

日本消化器病学会

推薦学会

【個人線量計装着状況】

日本医学放射線学会・1VR学会 13 100%13

日本循環器学会 9 5 56%

日本消化器病学会 23 10 43%

日本整形外科学会 12 2 17%

日本脳神経血管内治療学会 2(注)2 100%(淘

注:急邊対象領域として追加のため事前に2018年度の個人被ばく線量値が確認できる施設を当該学会に推薦依頼したため装着率は実態を反映していナ、い可能性がある。
第5回及び第6回眼の水晶体の被ぱく限度の見直し等に関する検討会樫田委員提出資料 より作成

^

調査施設数

2

循環器内科

脳神経外科

放射線科

整形外科
消化器内科
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